
(仕様書　別紙3-1）

1 従来の実施に要した経費 (単位：千円)

常勤職員

非常勤職員

物件費

委託費定額部分

成果報酬等

旅費その他

計(a)

減価償却費

退職給付費用

間接部門費

(a)+(b)

(注記事項)
委託費の内訳は以下のとおり。

① 若年者に対する企業説明会の実施

②

③ 若年者等を対象とした就職支援

④ 若年者のＵＩＪ就職に対する支援

⑤ 新規学卒者に対する内定者向けセミナーの実施

⑥ 企業情報やイベント情報等の発信

⑦ 地元企業における採用力強化等の取組

　

① 賃金

② 諸税及び負担金

① 旅費

② 庁費

③ 一般管理費

（対前年50%以上の増減理由）
令和６年度「３ 管理費、①旅費」当該事業に係る企業内全国研修参加による増額
令和６年度「３ 管理費、②庁費」コピーカウント料金の計上項目が異なるため（５年度
事業費→６年度管理費）

　
  

令和５年度 令和６年度 令和７年度

人件費

委託費等

16,746千円

令和５年度
（実績額）

令和６年度
（実績額）

16,746千円

5,630千円

16,840千円

従来の実施状況に関する情報の開示

参
考
値

(

b

)

4,711千円

16,746千円

１　事業費 5,038千円

16,862千円

令和７年度
（契約額）

16,840千円

16,840千円

16,862千円

16,862千円

7,013千円

1,259千円

計

２　人件費

３　管理費

若年者に対する中小企業を中心とした職場見学会の実施

４　消費税

16,840千円16,746千円

1,530千円

2,342千円

103千円

354千円

1,383千円

1,522千円

8,273千円

2,832千円

272千円

1,168千円

1,391千円

7,419千円

6,309千円

1,128千円

7,337千円

6,029千円

1,308千円

2,360千円

104千円

863千円

1,393千円

項目ごとに千円未満切り捨て表示

1,532千円

16,862千円



(仕様書　別紙3-2）

２　従来の実施に要した人員 （単位：人）

常勤職員

事務員

カウンセラー

非常勤職員

(業務従事者に求められる知識・経験等）

３　年度別の事業実績について

1 若年者に対する企業説明会等の実施

2

3

4

5

6

7

（注意事項）

1 1 0

令和５年度 令和６年度 令和７年度

2 2 3

業務推進員

コーディネーター 1 2

1 1 1

1

4回

650社

430人

・セミナー、イベント等の企画･運営に従事した経験を有すること。
・コーディネーターについては、各種事業運営に関して、関係者（労働局、地方自治体、経済団体、学校等）との
調整能力を有しており、雇用労働情勢に精通していること。
・事務員については、事務作業に必要なパソコン操作のスキル（ワード、エクセル等）を有すること。
・カウンセラーについては、若年者に対する就職支援経験を有すること。

令和５年度 令和６年度 令和７年度

目標 実績 目標 実績 目標（計画）

4回

650社

430人参加者数

実施回数

参加企業数

200人

3回

70社

475人

5回

11回

621人

26回

4回

367社

338人

4回

650社

430人

40回

58社

89.7%

1回

124人

0社

3回

898人

4回

444社

279人

3回

75社

475人

5回

200人

515人

20回

1回

164人

9社

3回

40回

91社

96.1%

161人

6回

35回

11回

262人

26回

参加者数

若年者のUIJターン就職に対する支援

実施回数

うち企業説明会実施回数

3回

75社

475人

6回

200人

515人

20回

実施回数

参加者数

企業情報やイベント情報等の発信

PR動画作成

地元企業における採用力強化等の取組

実施回数

参加企業数

満足度

参加者数

新規学卒者に対する内定者向けセミナーの実施

実施回数

うち企業からの要望による実施回数

参加者数

若年者に対する中小企業を中心とした職場見学会の実施

4回

100人

35回

515人

20回

4回

100人

若年者等を対象とした就職支援

実施回数

うち会場セミナー、グループワーク実施回数

4回

20人

4回

100人

4回

45人

5回

42回


